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－ 1 －

第一部  企 業 情 報



－ 2 －

第１  企 業 の 概 況

１．主要な経営指標等の推移

回            次 第５８期中 第５９期中 第６０期中 第５８期 第５９期

会    計    期    間
自平成 10年４月１日

至平成 10年 ９月 30日

自平成 11年 ４月１日

至平成 11年 ９月 30日

自平成 12年 ４月１日

至平成 12年 ９月 30日

自平成 10年 ４月１日

至平成 11年 ３月 31日

自平成 11年 ４月１日

至平成 12年 ３月 31日

(１) 連結経営指標等

売 上 高 (百万円) ― ― 30,169 67,737 67,410

経 常 利 益 (百万円) ― ― 1,307 1,397 2,662

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 (百万円) ― ― 995 1,448 2,257

純 資 産 額 (百万円) ― ― 21,612 19,149 21,017

総 資 産 額 (百万円) ― ― 49,102 53,917 50,943

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) ― ― 840.71 711.58 793.44

１株当たり中間(当期)純利益 (円) ― ― 38.24 52.91 84.54

潜在株式調整後１株当たり

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
(円) ― ― ― ― ―

自 己 資 本 比 率 (％) ― ― 44.0 35.5 41.3

営 業 活 動 に よ る

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
(百万円) ― ― △ 540 ― 3,272

投 資 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

(百万円) ― ― △ 598 ― △ 327

財 務 活 動 に よ る

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
(百万円) ― ― △ 2,283 ― △ 5,049

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の

中 間 期 末 ( 期 末 ) 残 高
(百万円) ― ― 7,127 ― 10,549

従 業 員 数 (人) ― ― 868 ― 897
(外、平均臨時従業員数) (   ―) (   ―) (  354) (   ―) (  400)

(２) 提出会社の経営指標等

売 上 高 (百万円) 29,901 29,191 26,783 61,623 60,579

経 常 利 益 (百万円) 657 943 817 1,048 2,054

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 (百万円) 945 921 796 1,277 2,002

資 本 金 (百万円) 4,453 4,453 4,453 4,453 4,453

発 行 済 株 式 総 数 (千株) 27,570 26,780 26,470 27,021 26,544

純 資 産 額 (百万円) 19,202 19,631 21,247 19,039 20,340

総 資 産 額 (百万円) 40,017 38,967 37,931 38,731 38,747

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) ― ― 802.67 704.59 766.27

１株当たり中間(当期)純利益 (円) ― ― 30.10 46.44 74.76

潜在株式調整後１株当たり

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間(年間)配当額 (円) 5.00 6.00 7.50 11.00 13.50

自 己 資 本 比 率 (％) 48.0 50.4 56.0 49.2 52.5

従 業 員 数 (人) 561 542 540 534 533

( 外、平均臨時従業員数) (  158) (  157) (  148) (  145) (  154)

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．中間連結財務諸表規則が新たに制定され、第６０期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成してい

るため、それ以前については記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、新株引受権付社債及び転換社債の発行がない

ため記載しておりません。

４．第５９期の１株当たり配当額には、特別配当 1.5円を含んでおります。

５．従業員数は、平成12年３月期より就業人員を表示しております。
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２．事業の内容

該当事項はありません。

３．関係会社の状況

該当事項はありません。

４．従業員の状況

(１) 連結会社の状況

平成１２年９月３０日現在

事業の種類別セ

グメントの名称
通信販売事業      金 融 事 業      情報処理事業      その他の事業      合 計      

653  名 60  名 121  名 34  名 868  名
従 業 員 数       

(  291) (   18) (   12) (   33) (  354)

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は(  )内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。

(２) 提出会社の状況

平成１２年９月３０日現在

従業員数 540 (  148)  名

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は(  )内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。

(３) 労働組合の状況

特記事項はありません。



－ 4 －

第２  事 業 の 状 況

１．業績等の概要

(１) 業績

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、企業業績は改善してきているものの、雇用・所得環境が依

然として厳しく、このため個人消費は低迷し、総じて回復感の乏しい状況で推移しました。

小売業界におきましては、低価格志向に拍車がかかるなか、低価格専門店等が急成長し、大手総合量販店

や百貨店が苦戦を強いられました。

このような情勢下におきまして、引き続き利益重視の諸施策を積極的に推進したことにより、当中間連結

会計期間の売上高は３０１億６９百万円、経常利益は１３億７百万円となりました。また、中間純利益にお

きましては、退職給付債務の会計基準変更時差異の一括償却を行ったことなどから、９億９５百万円となり

ました。

事業のセグメント別の業績は、次のとおりとなっております。

（通信販売事業）

カタログ通信販売事業におきましては、お客様にご満足いただける商品・カタログづくりを目指し、ライ

フスタイルに合わせたカタログ体系へと移行するとともに、販売チャネルによって分かれていた商品部組織

を一本化することにより、情報の共有化を図り、当社独自の商品づくりに向けた商品企画・開発の充実を

図ってまいりました。同時に、引き続き適正在庫水準を維持し、財務体質の向上を図ってまいりました。ま

た、健康保持に効果的と言われる緑茶を粉末にするお茶碾き器「ムトウティーファイン」の販売を積極的に

展開いたしました。さらには、来年１月の商品出荷センター統合に向けた設備の改修を進めるなど、物流改

革を実施してまいりました。

この結果、売上高は、「ラプティ」「マドアンヌ」「生活雑貨」などの主要カタログや「ラプティイン

ナー」「ラプティヴォレ」などの専門カタログを効率的に展開し、販売促進に努めたものの、小売業界にお

ける商品の低価格化のあおりを受け、２７１億８８百万円となりました。営業利益は、売上原価率の低減に

努めたものの、売上高の減少による売上総利益の減少をカバーしきれず、７億３７百万円となりました。

（金融事業）

金融事業におきましては、割賦債権買取事業、融資事業等の各事業において、利益重視の堅実経営を継続

するとともに、健全な顧客の確保に取り組んでまいりました。

この結果、取扱高は６１億２４百万円、営業収益は９億１百万円となり、また営業利益は２億６百万円と

なりました。

（情報処理事業）

情報処理事業におきましては、業界が比較的堅調に推移するなか、ソフトウエアプロダクト事業、システ

ム開発受託事業等を積極的に展開いたしました。

この結果、売上高は７億８２百万円となり、また営業利益は１億８百万円となりました。

（その他の事業）

その他の事業におきましては、不採算事業の統廃合などを積極的に推進いたしました。

この結果、売上高は１２億９６百万円となりましたが、営業利益は５３百万円となりました。
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(２) キャッシュ・フロー

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整

前中間純利益は６億１５百万円となりましたが、借入金の返済による支出等により、前連結会計年度末に比

べ３４億２１百万円減少し、７１億２７百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は５億４０百万円となりました。この主な増加要因は、税金等調整前中間純

利益６億１５百万円、減価償却費３億円、退職給付に係る会計基準を適用したことによる退職給付引当金

１１億１百万円であり、減少要因としては仕入債務の減少１０億８０百万円、その他流動負債の減少９億

９９百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は５億９８百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得６億３４百

万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は２２億８３百万円となりました。これは主に財務体質を強化するために

行った短期借入金の返済３億３０百万円および長期借入金の返済１２億１百万円、ストックオプション等を

目的とした自己株式の購入６億７７百万円によるものであります。

なお、当中間連結会計期間は「中間連結財務諸表制度」の導入初年度であるため、「第２  事業の状況」の前

中間連結会計期間との比較分析は行っておりません。

また、「第２  事業の状況」の金額には消費税等は含まれておりません。

２．仕入実績

当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（単位  百万円）

事業の種類別セグメントの名称 金        額

通 信 販 売 事 業            15,094

情 報 処 理 事 業            135

そ の 他 の 事 業            802

計 16,031

３．販売実績

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（単位  百万円）

事業の種類別セグメントの名称 金        額

通 信 販 売 事 業            27,188

金 融 事 業            901

情 報 処 理 事 業            782

そ の 他 の 事 業            1,296

計 30,169

(注) 当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりで

あります。

（単位  百万円）

相  手  先 金    額 割    合

日本生活協同組合連合会 5,825 19.3 ％
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４．対処すべき課題

特記事項はありません。

５．経営上の重要な契約等

該当事項はありません。

６．研究開発活動

当企業集団の情報処理事業において、既存パッケージソフトをＷｅｂに対応させるための研究開発を行いま

した。

当中間連結会計期間の研究開発費は 2百万円となっております。
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第３  設 備 の 状 況

１．主要な設備の状況

特記事項はありません。

２．設備の新設、除却等の計画

(１) 前連結会計年度末において改修中及び改修計画中であった通信販売事業の物流設備は、平成12年９月に完

成しました。

(２) 当中間連結会計期間において新たに確定した設備計画はありません。
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第４  提 出 会 社 の 状 況

１．株式等の状況

(１) 株式の総数等

種 類          会社が発行する株式の総数 摘 要          

普 通 株 式          80,000,000 株 (注) 1､2

計 80,000,000 ―

(注) １．「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる。」旨を定款に定めております。

２．上記の会社が発行する株式の総数は、当中間会計期間末現在の定款に定められた会社が発行する株式の総

数でありますが、当中間会計期間末までに実施した利益による自己株式の消却により、当中間会計期間末現

在の登記簿上の会社が発行する株式の総数は 78,900,000株となっております。

発      行      数記名・無記名の別

及    び
額面・無額面の別

種    類 中間会計期間末現在

(平成12年９月30日現在)

提 出 日 現 在         

(平成12年12月１日現在)

上場証券取引所名

又    は
登録証券業協会名

摘    要

記名式額面株式

(券面額50円)
普通株式 26,470,650 株 26,470,650 株

東京証券取引所

名古屋証券取引所

市場第一部

市場第一部

(注)

発
行
済
株
式

計 ― 26,470,650 26,470,650 ― ―

(注) 発行済株式は、すべて議決権を有しております。

(２) 発行済株式総数、資本金等の状況

発行済株式総数         資 本 金         資 本 準 備 金         
年  月  日

増 減 数    残 高    増 減 額    残 高    増 減 額    残 高    
摘    要

千株 千株 百万円 百万円 百万円 百万円

平成12年４月27日 △ 74 26,470 ― 4,453 ― 5,925 (注)

(注) 利益による自己株式の消却によるものであります。

(３) 大株主の状況

平成１２年９月３０日現在

氏 名 又 は 名 称          住              所 所有株式数
発行済株式総数に対す

る所有株式数の割合          

株 式 会 社 静 岡 銀 行            静岡県静岡市呉服町１丁目１０

千株

1,296

％

4.90
武 藤 隆 是            静岡県浜松市西山町１０６１ 1,070 4.04

株 式 会 社 大 和 銀 行            大阪府大阪市中央区備後町２丁目２－１ 810 3.06
株 式 会 社 ム ト ウ            静岡県浜松市佐藤２丁目２４－１ 763 2.88

日本生命保険相互会社            東京都千代田区有楽町１丁目２－２ 725 2.74
株 式 会 社 富 士 銀 行            東京都千代田区大手町１丁目５－５ 681 2.58

信 和 会            静岡県浜松市佐藤２－２４－１ 667 2.52

株 式 会 社 東 海 銀 行            愛知県名古屋市中区錦３丁目２１－２４ 551 2.08
安田火災海上保険株式会社            東京都新宿区西新宿１丁目２６－１ 528 2.00

丸 紅 株 式 会 社            大阪府大阪市中央区本町２丁目５－７ 483 1.83

計 ― 7,580 28.64

(注) 信和会は、当社取引先持株会であります。
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(４) 議決権の状況

平成１２年９月３０日現在
議決権のある株式数

議決権のない株式数
自己株式等 そ の 他     

単位未満株式数 摘  要発
行
済
株
式

株

―

株

763,000

株

25,250,000

株

457,650 (注) 1､2､3

(注) １．「議決権のある株式数」の「自己株式等」欄には、商法第２１０条ノ２（ストックオプション制度）の規

定により取得した自己株式 762,000株が含まれております。

２．「単位未満株式数」欄には、当社名義当社所有の自己株式 639株が含まれております。

３．「議決権のある株式数」の「その他」及び「単位未満株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が、

それぞれ 1,000株及び 614株含まれております。

所有者の氏名又は名称等 所  有  株  式  数

氏名又は名称 住      所 自己名義 他人名義 計

発行済株式総数

に対する所有       

株式数の割合       

摘  要

株 株 株 ％
株式会社ムトウ

静岡県浜松市佐藤

二丁目２４番１号 763,000 ― 763,000 2.88
(注)

自
己
株
式
等

計 ― 763,000 ― 763,000 2.88 ―

(注) 「自己株式等」欄には、商法第２１０条ノ２（ストックオプション制度）の規定により取得した自己株式

762,000株が含まれております。

２．株価の推移

月  別 平成12年４月 平成12年５月 平成12年６月 平成12年７月 平成12年８月 平成12年９月

最  高 620 円 690 776 870 829 750

当該中間会計     

期間における      

月別最高・      
最 低 株 価      最  低 560 円 570 629 694 726 691

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３．役員の状況

該当事項はありません。
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第５  経 理 の 状 況

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(１) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成１１年

大蔵省令第２４号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

(２) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和５２年大蔵省

令第３８号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間（平成１１年４月１日から平成１１年９月３０日まで）は、改正前の中間財務諸表

等規則に基づき、当中間会計期間（平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで）は、改正後の中間

財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 (３) 当中間連結会計期間（平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで）は、中間連結財務諸表規則が

新たに制定され、中間連結財務諸表の作成初年度であるため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書については、前中間連結会計期

間との対比は行っておりません。

(４) 当社の中間財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しており

ましたが、当中間会計期間から百万円単位で記載することに変更しました。

なお、比較を容易にするため、前中間会計期間についても百万円単位に組替えて表示しております。

２．監査証明について

当社は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成１２年４月１日から平成

１２年９月３０日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成１１年４月１日から平成１１年９月

３０日まで）及び当中間会計期間（平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで）の中間財務諸表につ

いて、監査法人太田昭和センチュリーにより中間監査を受けております。

その中間監査報告書は、中間連結財務諸表及び中間財務諸表のそれぞれの直前に掲げております。

なお、従来から当社の中間財務諸表の中間監査を行っている太田昭和監査法人は、平成１２年４月１日にセ

ンチュリー監査法人と合併し、名称を監査法人太田昭和センチュリーとしております。
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（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間（自平成11年4月１日  至平成11年９月30日）に係る「デリバティブ取引」については、中間

財務諸表における注記事項として記載しております。

当中間連結会計期間（自平成12年4月１日  至平成12年９月30日）

１．取引の状況に関する事項

(１) 取引の内容

利用しているデリバティブ取引は、金利関連の金利キャップ取引であります。

(２) 取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、将来の金利変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針であります。

(３) 取引の利用目的

デリバティブ取引は、借入金等の将来の金利市場における金利上昇による変動リスクを回避する目的で

利用しております。

(４) 取引に係るリスクの内容

取引の契約先は信用力の高い金融機関であり、信用リスクはほとんどないと認識しております。

また、金利キャップ取引は市場金利の変動によるリスクはほとんどないと認識しております。

(５) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資

金担当部門が決裁者の承認を得て行っております。

(６) 取引の時価等に関する事項についての補足説明

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものでは

ありません。

２．取引の時価等に関する事項（平成12年９月30日現在）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

金利関連

（単位  百万円）

契  約  額  等
区    分 種      類

うち１年超
時    価 評価損益

金利キャップ取引 1,600 1,600市場以外の取引

（キャップ料） (   33) (   21)
12 △ 20

合        計 1,600 1,600 12 △ 20

(注) ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。
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前連結会計年度（自平成11年４月１日  至平成12年３月31日）

１．取引の状況に関する事項

(１) 取引の内容

利用しているデリバティブ取引は、金利関連の金利スワップ取引及び金利キャップ取引であります。

(２) 取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、将来の金利変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針であります。

(３) 取引の利用目的

デリバティブ取引は、借入金等の将来の金利市場における金利上昇による変動リスクを回避する目的で

利用しております。

(４) 取引に係るリスクの内容

取引の契約先は信用力の高い金融機関であり、信用リスクはほとんどないと認識しております。

また、金利スワップ取引及び金利キャップ取引は市場金利の変動によるリスクはほとんどないと認識し

ております。

(５) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資

金担当部門が決裁者の承認を得て行っております。

(６) 取引の時価等に関する事項についての補足説明

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものでは

ありません。

２．取引の時価等に関する事項（平成12年３月31日現在）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

金利関連

（単位  百万円）

契  約  額  等
区    分 種      類

うち１年超
時    価 評価損益

金利スワップ取引
支払固定・受取変動 1,536 720 △ 37 △ 37

金利キャップ取引 1,600 1,600

市場以外の取引

（キャップ料） (   38) (   26)
23 △ 14

合        計 3,136 2,320 △ 13 △ 52

(注) 時価の算定方法

金利スワップ取引及び金利キャップ取引契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。
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（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間（自平成12年４月１日  至平成12年９月30日）

（単位  百万円）
通信販売

事    業

金    融

事    業

情報処理

事    業

その他の

事    業
計

消去又は

全    社
連  結

売上高

(１) 外部顧客に対する売上高 27,188 901 782 1,296 30,169 ― 30,169

(２) セグメント間の内部売上高又

    は振替高
148 57 538 6 751 (   751) ―

計 27,336 959 1,320 1,303 30,920 (   751) 30,169

営業費用 26,599 752 1,212 1,250 29,814 (   824) 28,989

  営業利益 737 206 108 53 1,105 73 1,179

(注) １．事業区分の方法は、企業集団内の事業展開を基準として区分しております。

     ２．事業区分の主要な内容

(１) 通信販売事業  カタログ通信販売業、商品の出荷・保管請負業

(２) 金 融 事 業        割賦債権買取業

(３) 情報処理事業  情報処理業

(４) その他の事業  衣料品の店舗小売業、法人向け商品斡旋業

３．退職給付会計の適用

「追加情報」に記載のとおり、当中間連結会計期間から退職給付に係る会計基準を適用しております。

この変更により、従来の方法に比べ、営業費用は、通信販売事業が 14百万円、情報処理事業が 5百万円、

その他の事業が 1百万円減少し、営業利益はそれぞれ同額増加しております。金融事業は営業費用が 1百万

円増加し、営業利益は同額減少しております。

     ４．金融商品会計の適用

「追加情報」に記載のとおり、当中間連結会計期間から金融商品に係る会計基準を適用しております。

この変更により、従来の方法に比べ、営業費用は、通信販売事業が 32百万円、金融事業が 57百万円、

その他の事業が 0百万円減少し、営業利益はそれぞれ同額増加しております。情報処理事業は営業費用が 0

百万円増加し、営業利益は同額減少しております。

前連結会計年度（自平成11年４月１日  至平成12年３月31日）

（単位  百万円）
通信販売
事    業

金    融
事    業

情報処理
事    業

その他の
事    業

計
消去又は
全    社

連  結

売上高

(１) 外部顧客に対する売上高 61,313 1,846 1,457 2,793 67,410 ― 67,410

(２) セグメント間の内部売上高又

    は振替高
402 187 1,141 24 1,755 (1,755) ―

計 61,715 2,033 2,598 2,818 69,165 (1,755) 67,410

営業費用 59,882 1,846 2,435 2,858 67,023 (2,000) 65,023

  営業利益（△は営業損失） 1,833 186 162 △ 40 2,142 245 2,387

(注) １．事業区分の方法は、企業集団内の事業展開を基準として区分しております。

     ２．事業区分の主要な内容

(１) 通信販売事業  カタログ通信販売業、商品の出荷・保管請負業、衣料品の製造業

(２) 金 融 事 業        割賦債権買取業

(３) 情報処理事業  情報処理業

(４) その他の事業  衣料品の店舗小売業、法人向け商品斡旋業

３．税効果会計の適用

「追加情報」に記載のとおり、当連結会計年度から連結財務諸表規則の改正により、税効果会計を適用し

ております。

この変更により、従来の方法に比べ、資産は、通信販売事業が 64百万円、金融事業が 183百万円、情報

処理事業が 46百万円増加し、消去又は全社が 2百万円減少しております。
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２．所在地別セグメント情報

当中間連結会計期間（自平成12年４月１日  至平成12年９月30日）及び前連結会計年度（自平成11年４月

１日  至平成12年３月31日）においては、在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

３．海外売上高

当中間連結会計期間（自平成12年４月１日  至平成12年９月30日）及び前連結会計年度（自平成11年４月

１日  至平成12年３月31日）においては、海外売上高がないため、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

当中間連結会計期間
（自平成12年４月１日  至平成12年９月30日）

前連結会計年度
（自平成11年４月１日  至平成12年３月31日）

１株当たり純資産額 ８４０円７１銭 １株当たり純資産額 ７９３円４４銭

１株当たり中間純利益 ３８円２４銭 １株当たり当期純利益 ８４円５４銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額に

ついては、新株引受権付社債及び転換社債の発行がな

いため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、新株引受権付社債及び転換社債の発行がな

いため記載しておりません。

(２) その他

該当事項はありません。


	第一部 企業情報
	第１ 企業の概況
	１．主要な経営指標等の推移
	２．事業の内容
	３．関係会社の状況
	４．従業員の状況

	第２ 事業の状況
	１．業績等の概要
	２．仕入実績
	３．販売実績
	４．対処すべき課題
	５．経営上の重要な契約等
	６．研究開発活動

	第３ 設備の状況
	１．主要な設備の状況
	２．設備の新設、除却等の計画

	第４ 提出会社の状況
	１．株式等の状況
	（１） 株式の総数等
	（２） 発行済株式総数、資本金等の状況
	（３） 大株主の状況
	（４） 議決権の状況

	２．株価の推移
	３．役員の状況

	第５ 経理の状況
	中間監査報告書
	１．中間連結財務諸表等
	（１） 中間連結財務諸表
	（２） その他

	中間監査報告書
	２．中間財務諸表等
	（１） 中間財務諸表
	（２） その他


	第６ 提出会社の参考情報

	第二部 提出会社の保証会社等の情報

